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• IHR NFPの強化
他省庁との事案発生時のコミュニケーションに関する標準業務手順(SOP)の改善、週7日、24時間体制で執務するIHR担当官制度の強化、人的資源の拡
大を通じてIHRの国家連絡窓口(NFP)の機能にさらに焦点をあてて強化することを考慮しうる。

• 危機管理センター能力の改善
日本はすでに公衆衛生的危機の発生時に、迅速に対策本部を設置し拡張することができる体制を構築しているが、現行の個別部局では対応できないような危機も含
めたオールハザードな危機対応調整を行う事ができる専属チームを有した永続的で適切に人材・予算が担保された、危機管理センター(EOC)を厚生労働省内に設け
る事が有益になりうる。

• 戦略的なリスクコミュニケーションの強化
リスクコミュニケーションにおける連携体制を戦略的に評価・検討し、戦略的枠組み構築やメッセージの一貫性の担保、リスクコミュニケーション専属担当者の訓練
を含め、既存の構造の強化を図ることを提案する。中央から地域レベルに至るまでステークホルダーのマッピングを行い、対象を絞った情報発信に向けて様々な受
け手のリスクの認知の仕方を理解するために戦略的アプローチを応用することは、リスクコミュニケーションにおいてより望ましい結果を得ることに貢献しうる。

• オールハザードの情報集約体制の強化
あらゆるハザードによる公衆衛生事案や緊急事態に対処する情報収集、分析、報告のための既存のメカニズムをさらに強化すること。
公衆衛生上のリーダーシップのための最適な状況認識と意思決定を確実にするために、リスクアセスメントの方法とプロトコルの強化を考慮すること。

• 公衆衛生リスクアセスメントとリソースマッピング
定期的に更新される国家の公衆衛生リスクプロファイルと、既存のリスクアセスメントに基づいて構築された優先度の高い脅威と新興の脅威に対するマッピングさ
れたリソースを照合することを検討すること。

• 対応計画の継続的改善
開発、訓練、レビュー、改訂のプログラムを通じて緊急時対応計画を更新し続けること。

• セキュリティとの連携強化
セキュリティ当局と厚労省との連絡や情報交換の強化を検討すること。

• デュアルユース性のある病原体研究の監督機能
デュアルユース性のある病原体の研究に対する監督メカニズムの確立を検討すること。

研究を実施中

来年度から研究を開始予定



健康危機管理研究一覧
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研究課題名 実施年度

CBRNEテロリズム等の健康危機事態における対応能力の向上及び人材強化に関わる研究 H31-R3

大規模イベント時の健康危機管理対応に資する研究 H31-R3

東京地下鉄サリン事件等における救護・医療対応記録の保存・活用に向けた研究 R3

オールハザード・アプローチによる公衆衛生リスクアセスメント及びインテリジェンス機能の確立に資する研究 R3-R4

新型コロナウイルス感染症を踏まえたデュアルユース性が懸念される公衆衛生研究の国際動向及び倫理規範・監督体制
確立のための研究

R3-R5

研究課題名 実施年度

大規模災害時の保健医療活動に係る行政のモデル体制の構築と災害時の情報を活用した運用に関する研究 H31-R3

新型コロナウイルス感染症の影響下における被災者の情報収集・支援システムの自治体における運用に向けた実証研究 R3

保健医療福祉活動支援の需要算出・最適供給技術の研究開発（※SIP第2期「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」
における研究）

H30-R4

【健康危機管理対策】

【災害対策】

健康危機管理センターと多分野連携体制の推進のための研究 R4-R6

東京2020大会を踏まえた大規模イベント等の公衆衛生・医療に関するリスクアセスメント及び対応の標準化に向けた研
究

R4-R5

CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究 R4-R6

健康危機発生時における行政の効果的なリスクコミュニケーションについての研究 R4-R5

災害時の保健・医療・福祉及び防災分野の情報集約及び対応体制における連携推進のための研究 R4-R6



（参考）国際保健規則(IHR)  合同外部評価(JEE)
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国際保健規則(2005)合同外部評価(JEE: Joint External Evaluation)

• IHR加盟国・地域の公衆衛生事案に対する予防、検知、対応能力を外部専門家の視点により評価を行うことを目的

とし、2017年より開始

• 予防、検知、対応、その他IHR関係ハザード(化学事案、放射線危機)及び入国地点(Point of Entry: PoE)について

19の技術分野で構成（計48項目の指標を５点満点で評価）

• 2021年3月現在、IHR参加196ヵ国中、113か国が実施済

（各国の自発的な取り組みであり、強制ではない）

• 日本は、2018年に合同外部評価ミッションを受け入れ、評価を実施

点数 状態

１ 能力なし

２
３

能力は限定的
能力は発達している

４
５

能力は実証されている
能力は持続可能



（参考）合同外部評価書について
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2018年2月26日～3月2日 IHR 合同外部評価(JEE)ミッションを受入れ
同年9月 合同外部評価書公表

• 大半の項目で能力実証済・維持可能と評価されたが、リスクコミュニケーションで低評価

https://extranet.who.int/sph/sites/default/files/jeeta/WHO-WHE-CPI-REP-2018.23-eng.pdf


